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JNSA 幹事
NRI セキュアテクノロジーズ株式会社

上級セキュリティコンサルタント
与儀　大輔

育てろ！情報セキュリティ人財

寄　稿

グローバルセキュリティ３大資格

(ISC)2 : CISSP
情報セキュリティ認定・資格マップ

( )
SANS : GIAC
ISACA : CISA

Expert

GSLC GCPM (MGT5**)

GCFA,GREM (FOR5**,6**)

GCED,GCFW,GCIA,GCIH,GCWN,GCUX,GWAPT,GPEN
GWEB,GSSP-JAVA,GSSP-.NET (DEV5**)

Advanced
GSLC,GCPM (MGT5**)

シ ム監査技術者

情報セキュリティスペシャリスト

CISSP
GSEC (SEC401)

公認情報セキュリティ主任監査人

公認システム監査人（CSA）
公認情報システム監査人（CISA）

CIW Web Security Professional

GSNA (AUD5**)

CSBM

High

Middl

GCFE (FOR4**)
システム監査技術者
公認情報セキュリティマネージャー（CISM）

CIW Web Security Professional

応用情報技術者

CSPM of Management
日本行政情報セキュリティプロフェッショナル (JGISP)

CSBM
ISMS審査員補
システム監査人補
情報セキュリティ監査人補
セキュリティ監査実践資格
セキュリティポリシー実践資格

CSPM of Technical

MGT TEC

Middle

Entry

応用情報技術者
基本情報技術者

公認情報セキュリティ監査人
Comp TIA Security+

SSCP

CSPM of Technical
CIW Web Security Specialist
CIW Web Security Associate
不正アクセス監視実践資格
サーバセキュリティ実践資格
ネットワークセキュリティ実践資格

ネットワークセキュリティ基礎資格

‐10 ‐9 ‐8 ‐7 ‐6 ‐5 ‐4 ‐3 ‐2 ‐1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

MGT TECEntry

ITパスポート 情報セキュリティ監査アソシエイト

ネットワークセキュリティ基礎資格

※情報セキュリティ職種と認定・資格との相関図より、‘TEC’－‘MGT’ の座標を表していま
す。

出所：各種資料よりNRIセキュアテクノロジーズ作成

・資格認定制度の現状と期待される効果

　情報セキュリティに関する資格は、国内資格とグロー
バル資格に大別されます。国内資格でも国家資格に該
当するのが情報処理技術者試験として「ITパスポー
ト」「情報セキュリティアドミニストレーター」や「ISMS
審査員」「ITコーディネーター」などです。国内の民間
資格はセキュリティ・エデュケーション・アライアンス・ジャ
パン（SEA/J）が提供する「CSBM」「CSPM」や特定
非営利活動法人 日本セキュリティ監査協会（JASA）
の「CAIS」等が該当します。
　グローバル資格はベンダーニュートラルの資格とベン
ダー資格とに分類出来ます。ベンダーニュートラルの資

格とは製品やサービスに特化しない資格であり代表的
なグローバル資格では（ISC）2 “アイエスシースクエア”
が 認定する「CISSP」※2　「SSCP」※3やCompTIAが
認定する「Security+」、SANS※4の「GIAC」、ISACA
の「CISA」「CISM」などが該当します。特にCISSP、
CISA、GIACはグローバル三大資格として認知度が高
く、米国国防総省では情報保障に関わる職員や同省の
取引先に取得が義務付けられています。さらに外資系
企業などではセキュリティ技術者等の情報セキュリティ
人材の採用要件となる例が増加しています。また、ベ
ンダー資格はマイクロソフトやシスコシステムズ、オラク
ル等が各社独自の認定基準で運営を行っています。

不足が叫ばれる情報セキュリティ人材育成とセキュリティ資格制度

※1
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育てろ！情報セキュリティ人財

国内資格のレベルマップ

レベル 資格名

High

レ ル

特定非営利法人
日本セキュリティ監査協会
(ＪＡＳＡ)

公認情報セキュリティ主任監査人
独立行政法人
情報処理推進機構(ＩＰＡ)

情報セキュリティスペシャリスト

システム監査技術者

特定非営利法人 公認システム監査人
High

特定非営利法人
日本システム監査人協会(ＳＡＡＪ)

公認システム監査人

(ＣＳＡ）

特定非営利法人
公認情報セキュリティ監査人独立行政法人 応用情報技術者

日本セキュリティ監査協会
(ＪＡＳＡ)

公認情報セキュリティ監査人

情報セキュリティ監査人補

独立行政法人
情報処理推進機構(ＩＰＡ) 基本情報技術者

特定非営利法人
日本システム監査人協会(ＳＡＡＪ) システム監査人補

ネットワークセキュリティ実践資格

Middle

SEA/J
CSBM
CSPM of Technical

サーバセキュリティ実践資格

不正アクセス監視実践資格

セキュリティポリシー実践資格

セキュリティ監査実践資格

日本規格協会（JRCA) ISMS審査員補 ネットワーク
情報セキュリティ
マネージャー推進協議会

CSBM of Management 

特定非営利法人
日本セキュリティ監査協会(ＪＡＳＡ) 情報セキュリティ監査アソシエイト

独立行政法人
情報処理推進機構(ＩＰＡ) ITパスポート

Entry
日本セキ リティ監査協会(ＪＡＳＡ)情報処理推進機構(ＩＰＡ)

ネットワーク情報セキュリティマネージャー推進協議会 ネットワークセキュリティ基礎資格

出所：各種資料よりNRIセキュアテクノロジーズ作成

グローバル資格のレベルマップ

レベル 資格名

SANS GCFA(FOR508) GREM (FOR610)Expert

レ ル

GCED(SEC501) GCFW(SEC502) GCIA(SEC503) GCIH(SEC504)
GCWN(SEC505) GCUX(SEC506) GWAPT(SEC542) GPEN(SEC560)

SANS

GCWN(SEC505) GCUX(SEC506) GWAPT(SEC542) GPEN(SEC560)
GAWN(SEC617) GXPN(SEC660)

GSLC(MGT512) GCPM(MGT525)

GSNA(AUD507）

Advanced

GWEB(DEV5522 GSSP-JAVA(DEV541) GSSP－.NET(DEV5544)

High SANS
GSEC(SEC401)
GCFE (FOR408)ISACA

CISA
CISM

(ISC)2 CISSP Certification Partner CIW Web Security Professional

Security+CompTIA (ISC)2
SSCP
JGISP

Certification Partner CIW Web Security Specialist
CIW Web Security Associate

Middle

出所：各種資料よりNRIセキュアテクノロジーズ作成



情報セキ リティ人材ニ ズ情報セキュリティ人材ニーズ

情報セキュリティ人材は、ここ数年の経済状況にも関わらず、増加し続情報 キ リティ 材 、 数年 経済状況 も関わ ず、増 続
けている。また、今後も継続に増加すると予測されている

単位：千人

Thousands 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
2012‐
2017 
CAGR

Americas 921 1,045 1,181 1,331 1,495 1,673 1,867 2,081 12.0%

EMEA 617 704 797 892 995 1 108 1 230 1 363 11 3%EMEA 617 704 797 892 995 1,108 1,230 1,363 11.3%

APAC 748 817 894 981 1,079 1,191 1,320 1,463 10.4%

Total 2,286 2,566 2,872 3,204 3,568 3,972 4,416 4,908 11.3%Total , , , , , , , ,

Americas:北米、中米、南米
EMEA:ヨーロッパ、中東及びアフリカ
APAC：アジア太平洋

出典：2013年(ISC)2グローバル情報セキュリティワークフォーススタディ

APAC アジア太平洋
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育てろ！情報セキュリティ人財

　一方、学校教育に目を向けますと情報セキュリティ大
学院大学などでは情報セキュリティ修士課程を開講し
ています。
　ITに関わる人口が年々増加する環境において産学
官で情報セキュリティに関わる各種取組や資格制度が
立ち上がり、セキュリティを学ぶ機会が増加していると
言えるのではないでしょうか。その背景としては、企業
や組織が相次ぐサイバー攻撃への対策に備えるために

情報セキュリティ対策のレベル向上を必須として取組を
強化しており、情報セキュリティに関わる人材に高度な
専門知識やマネージメント能力を求めていると考えられ
ます。（ISC）2が世界中の情報セキュリティ業務従事者
約12,000人にヒアリング調査した「グローバル情報セ
キュリティワークフォース調査2013」※5によると、情報
セキュリティ人材のニーズは高く毎年10％以上増加する
と予想されています。

　また、NRIセキュアテクノロジーズが発行する「企業
における情報セキュリティ実態調査 2013」によると、
情報セキュリティ人材が不足していると感じる企業は

85％であり、本年度重視する情報セキュリティ対策と
して、「社内人材の育成や従業員教育」が昨年の3位

（28％）から1位（44％）に急上昇しています。
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数字で見る情報セキュリティ実態2013 ～ 情報セキュリティ強化における5大指針 ～

人材 グローバル統制 ～国内外で差がある拠点の統制レベル～

Global Governance

セキュリティ統制がとれていると感じる企業 グローバル統制における課題意識

人材 ～今、求められるセキュリティ教育～

Human Resource

84.8% セキュリティ人材が不足している企業
（本書3-3, Q.15より）

（本書3-1, Q.14より）

（本書2-2, Q.8より）

国内拠点 海外拠点

社内セキュリティ人材の育成・
従業員のセキュリティ教育
（本年度重視する情報セキュリティ対策ランキング）

27.6%
43.9%

年

1位

3位

（本書1-4, Q.6より）

90.6% 46.8% 77.4% 43.4%

国内拠点 海外拠点

セキュリティ意識が低い 2位 1位
拠点担当の兼務による

セキュリティ業務の質低
下 1位 2位

セキュリティルールの整備 6位 3位
国内拠点 海外拠点 国内拠点 海外拠点

支店 連結子会社

予算 ～セキュリティ投資は増額基調～

Budget

IT関連投資増額企業割合 4 3pt増

￥
情報セキュリティ関連投資

増額企業割合

2012年 2013年

6.6pt増IT関連投資増額企業割合 4.3pt増
17.1%

34.1% 38.4%

12.0%
昨年より10%以上

減額する企業

昨年より10%以上

増額する企業

9.3%

20.1% 26.7%

昨年より10%以上

減額する企業

昨年より10%以上

増額する企業

7.5%

p 増

2012年 2013年 2012年 2013年

インシデントレスポンス～直接・間接要因により進むIR態勢強化～

Incident Response

大企業において

モバイル・クラウド ～進むサービス利用～

Mobile & Cloud Computing

ド ビ

（本書1-2, Q.3(1)より）

CSIRT構築企業

大企業において

過去に標的型攻撃を

受けたことがある割合

大企業
(売上高3千億円以上)

47.4%
22.3%

9.3pt増

15.0% 38.3%
48.1%

クラウドサービス

業務利用中の企業 9.8pt増
個人所有スマートデバイス
業務利用中の企業

（本書5-3, Q.28より）
（本書5-2, Q.27より）

※構築済、1年以内に構築予定の企業

出所：NRIセキュアテクノロジーズ「企業における情報セキュリティ実態調査 2013」

2012年 2013年

全体 20.7%8.3%

2012年 2013年

15.0%
5.7%

2012年 2013年
（本書4-8, Q.25より）（本書4-4, SQ.20-1より）

1-4. 本年度(2013年度)重視する情報セキュリティ対策

人材育成や クラウド ＳＮＳのル ル整備を重視する企業が増加傾向人材育成や、クラウド・ＳＮＳのルール整備を重視する企業が増加傾向
 昨年度と比較して、「社内セキュリティ人材の育成・従業員のセキュリティ教育」が大幅に増加しており、3位から1位に上昇している。この結果より、社内意識の向上を図る企業

が増えていることが分かる。

 Top3には入らなかったものの、昨年度から大幅に順位を上げた「インターネットサービス」や、「クラウドサービス」におけるルール整備が上位に入ったことから、これらのサービ
スを活用するとともに セキュリティ対策を重視している企業が多いことがうかがえる

Q6. 貴社において、2013年度に重視する情報セキュリティ対策は何ですか。(最大3つまで選択可)

スを活用するとともに、セキュリティ対策を重視している企業が多いことがうかがえる。

43.9

42 3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

社内セキュリティ人材の育成・従業員のセキュリティ教育

事業継続計画 IT BCPの策定と改善

43.9

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

社内セキュリティ人材の育成・従業員のセキュリティ教育

事業継続計画 の策定と改善

昨年３位（27.6%)

昨年１位(43 1%)

本年度重視する情報セキュリティ対策（複数回答）

%

42.3

38.6

27.7

19.9

19

事業継続計画、IT-BCPの策定と改善

スマートデバイス利用時のセキュリティ対策・ルール整備

インターネットサービス（SNSやオンラインストレージ等）利用に対するルール整備

重要情報の特定及び保護

クラウドサービス利用時のセキュリティ対策・ルール整備

42.3

38.6

27.7

19.9

19 0

事業継続計画、IT-BCPの策定と改善

スマートデバイス利用時のセキュリティ対策・ルール整備

インターネットサービス（SNSやオンラインストレージ等）利用に対するルール整備

重要情報の特定及び保護

クラウドサ ビス利用時のセキュリティ対策 ル ル整備

昨年１位(43.1%)

昨年２位(40.6%)

昨年７位(17.5%)

昨年４位(27.5%)

昨年９位(16 2%)19

16.6

14.4

13.2

12

クラウドサ ビス利用時のセキュリティ対策 ル ル整備

標的型攻撃に対するセキュリティ対策

個人所有スマートデバイスの利活用（BYOD）に対するセキュリティ統制

海外拠点に対するセキュリティ統制

Webサイトのセキュリティ脆弱性対策と診断

19.0

16.6

14.4

13.2

12 0

クラウドサービス利用時のセキュリティ対策・ルール整備

標的型攻撃に対するセキュリティ対策

個人所有スマートデバイスの利活用（BYOD）に対するセキュリティ統制

海外拠点に対するセキュリティ統制

Webサイトのセキュリティ脆弱性対策と診断

昨年９位(16.2%)

12

7.6

5.8

2.4

0.7

サイトの キ リティ脆弱性対策と診断

顧客及び社員におけるプライバシー保護に関するルール整備

外部委託先管理の強化

社内コンピュータ関連事故の対応組織（社内CSIRT）の立ち上げ

セキュリティオペレーションセンター（SOC）の立ち上げ

12.0

7.6

5.8

2.4

0.7

Webサイトのセキュリティ脆弱性対策と診断

顧客及び社員におけるプライバシー保護に関するルール整備

外部委託先管理の強化

社内コンピュータ関連事故の対応組織（社内CSIRT）の立ち上げ

セキュリティオペレーションセンター（SOC）の立ち上げ

出所：NRIセキュアテクノロジーズ「企業における情報セキュリティ実態調査 2013」

1.2その他

0.7

1.2

キ リティオ ション ンタ （ ）の立ち げ

その他 N=674



我が国の情報セキュリティ政策の推移

年度 2000 2004 2005 2006 2009 2010 2013 2015

サイバー攻撃事案発生を念頭においた危機管理等

サイバーセキュリティ戦略
（2013.6.10

情報セキュリティ政策会議決定）【中長期計画】

基本戦略

各省における
試行錯誤

サイバー攻撃への対応を
中心とした対策実施時期

IT障害への対応も含めた
綜合的な対策基盤づくりの推進

サイバー攻撃事案発生を念頭においた危機管理等
の視点からの対処体制の整備等の取組みの重点化
事故前提社会への対応力強化など
情報セキュリティ先進国へ向けた取組み

リスクの深刻化の進展に対応
した国家安全保障・危機管理
等の視点からの取組みの強化

すべての主体に事
故前提の自覚を民間の情報セキュ

関する資格 情報セキュリティ政策会議決定）

国民を守る情報セキュリティ戦略
（2010.5.11 情報セキュリティ政策会議決定）

第2次情報セキュリティ基本計画Ｔ第1次情報セキュリティ基本計画

対
策
推
進

【中長期計画】 故前提の自覚を

民間の情報セキュリティ
に関する資格及び教育プ
グラムに いて 層の

リティに関する資格
の周知を図る

IT時代の力強い「個」と「社会」の確立に向けて
（2009.2.3 情報セキュリティ政策会議決定）

セキュアジャパンの実現に向けて

（2006.2.2 情報セキュリティ政策会議決定）

サイバー

セキュリティ

2013
2012201120102009200820072006

見直し後の
政府機関の情報セキュリティ対策

政府機関の情報セキ リテ 対策のための統 基準（第1 4版）
情報セキュリティポリシー

進
の
枠
組
み 【次年計画】

政策機関対策

ログラムについて一層の
周知及び普及を図る

見直し後の
統一基準群

のための統一基準群
（2011.4.21 情報セキュリティ政策会議決定）
（2012.4.26、2012.4.18 同会議等改定）

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準（第1～4版）
（2005.12.13 情報セキュリティ政策会議決定）

情報セキュリティポリシ
に関するガイドライン

（2000.7 情報セキュリティ対策推進会議決定）

見直し後の
行動計画

重要インフラの情報セキュリティ対策に係る第2次行動計画
（2009.2.3 情報セキュリティ政策会議決定）

（2012.4.26 同会議等改定）

重要インフラの情報セキュリティ
対策に係る行動計画

（2005 12 13 情報セキュリティ政策会議決定）

重要インフラのサイバーテロ
対策に係る特別行動計画

（2000 12 情報セキュリティ対策推進会議決定）

重要ｲﾝﾌﾗ対策

（2005.12.13 情報セキュリティ政策会議決定）（2000.12 情報セキュリティ対策推進会議決定）

サ
イ
バ
ー
セ
キ

ン
タ
ー
（
仮
称

①内閣官房情報セキュリティセンター（2005.4 設置）
センター長：内閣官房副長管補（安全保障・危機管理）

②情報セキュリティ政策会議（2005.5 設置）
組
織

内閣官房情報セキュリティ
対策推進室 キ

ュ
リ
テ
ィ
セ

称
）
へ
の
改
組③GSOC（2008.4 運用開始）

②情報 キ リ ィ政策会議（ 設置）
議長：内閣官房長管

織
体
制

対策推進室

（2000.2設置）

出典：内閣官房情報セキュリティセンターNISC
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育てろ！情報セキュリティ人財

　つまり情報セキュリティ人材が足りないから育成確保
が必要であるという認識が高まると共に情報セキュリ
ティを確保する上で、より広範囲な知識と経験が求め
られ、業務従事年数のみではなく資格によって個人の
能力を客観的に証明することが求められる時代になっ
て来ているのではないでしょうか。広範囲な知識と実
践能力を兼ね備え、更に資格を持ったセキュリティプロ
フェッショナルが日々脅威の増す情報セキュリティ事案
を対処することにより組織のリスクが軽減されると言え
ます。
　自組織にセキュリティプロフェッショナルを有する事が
困難であっても、せめて外部の専門家と会話が出来る
レベルの人材は育てておかなければなりません。何故
ならインシデントが発生した場合、全てを自組織のみ
で解決することは困難であり、外部の専門家やセキュリ
ティベンダーに協力を仰ぐ事が必要になるからです。

・課題と目標

　我々の生活においてもITは重要なインフラとしての役目
を担っています。
　情報セキュリティ分野においてはポリシー作成やシステム
の導入、運用管理、BYODなど導入検討の業務のみなら
ず、内部統制やCSR、コンプライアンスなど組織としての対
応を迫られている多くの課題があります。しかしながら山積
した諸問題を解決するには知識と経験が必要であるにも関
わらず、その経験値を持った人材は非常に少なく更に経験
値を図る基準も不明確であるという現状があります。
　情報セキュリティ人材の不足は国も認識しており、政府の
情報セキュリティ政策会議等において「サイバーセキュリティ
戦略」、3カ年計画である「第１次2次情報セキュリティ基本
計画」、単年度計画である「サイバーセキュリティ2013」、「情
報セキュリティ人材育成プログラム」など人材育成の重要性
と基本方針が示されています。



まとめ セキ リテ 人財育成の重要ポイントまとめ セキュリティ人財育成の重要ポイント

 as isからto beへ情報セキュリティはStep by Stepで学ぶ事が重要 as isからto beへ情報セキュリティはStep by Stepで学ぶ事が重要

知っているから出来るへ

 諸々対応が出来る

 ベンダ と適切に話す事が出来る CISSP GIAC等 ベンダーと適切に話す事が出来る

 経営陣に分かりやすく説明出来る

スキルの可視化

 知識＋経験＋資格

CISSP GIAC等
資格取得によるスキル

の可視化
高度情報セキュリティ人財 知識＋経験＋資格

 グローバルセキュリティ資格取得

 社員のスキル・キャリアマップ作製

教育予算の確保

セキュリティ実践

高度情報セキュリティ人財

教育予算の確保
ネットワーク・セキュリティ応用知識セキュリティ人財

基盤的スキル

ネットワーク・セキュリティ基礎知識IT人材

基盤的スキル
ヒューマンスキル・常識的なITスキル

※ヒューマンスキル（コミュニケーション・プレゼン・ドキュメント作成能力等）

出所：NRIセキュアテクノロジーズ
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　しかしながら我が国の現状について情報処理推進機構
（IPA）の報告「情報セキュリティ人材の育成に関する基礎
調査」（2012年4月27日）によると、我が国で従業員100
人以上の企業の情報セキュリティ技術者は現在約23万人い
ますが、そのうち約14万人は何らかの教育やトレーニング
を行う必要があり、また技術者の総数も約2.2万人不足し
ていると推計されていることから、更なる教育コースの充実
やスキルの可視化が課題となっています。
　大企業や政府機関のシステムが関東に集中していること
から、情報セキュリティ人材も関東に集中しています。中小
企業においてはセキュリティ担当者を配置する予算も人も無
いのが実態です。つまり情報セキュリティ対策に格差が生
じ始めているのです。格差解消の為には中小企業のセキュ
リティ担当者への教育機会を拡大させると共に、費用を法
人税から減免するなどの処置も必要だと考えます。更に大
企業に多く在籍している情報セキュリティ有資格者が地方や
中小企業に対して勉強会などの支援を行うコミュニティの醸

成やヘルプデスクのようなプラットフォーム等の検討も必要
ではないでしょうか。
　頻発するサイバー攻撃を見れば、海外進出を果たしたグ
ローバル企業のみならず、インターネットは世界に繋がって
いるのですから脅威はすぐ近くに潜んでいることが分かりま
す。今その脅威と戦うプロフェッショナルが求められている
のです。

・人材から人財へ

　「人は城、人は石垣、人は堀」という言葉がありますが、
私は、セキュリティ人材とはセキュリティを構成する材料では
なく、掛け替えのない財産である「人財」と考えています。
セキュリティをより強固にする上で国際的に通用する知識と
能力を兼ね備えた人財育成は欠かせません。その為には企
業の経営層は情報セキュリティに関わる人財育成に適切な
予算を確保し継続することが求められます。
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育てろ！情報セキュリティ人財

　情報セキュリティ人財は今日教育をしたから明日から実務
が出来るわけではありません。基礎的な知識の習得から始
め、徐 に々実践的な演習なども行う等のStep by Stepで学
ぶ事が重要です。育成において留意する事は、まず現状を
把握（as is）して、何が足りないのかを理解した上で人材
育成の有るべき姿であるゴール（to be）を明確に定める事
が重要です。そしてそのゴールに向かって中長期、短期の
人財育成ロードマップを作成し実行することも不可欠です。

・情報セキュリティ人財を育成・確保する為の提言

① 「攻撃者」と「サイバー脅威」は変化を続けており、常
に最新動向把握等の情報収集を行う。ツールやシステ

ム強化のみではセキュリティが守れない事を認識する
② セキュリティを強化する為に人財育成が欠かせない事を

理解する。更に自組織の「人材」をどのように「高度情
報セキュリティ人財」に育成するのかインセンティブを含
めてTo-beを検討する

③ 社員のスキルを可視化しキャリアマップを作成する。セ
キュリティ教育や資格取得を実施する際には、グローバ
ルで通用するかを選定条件にする

　是非とも経営者の皆様には情報セキュリティへの理解を
深めて頂き、必要な教育予算の確保をお願い致します。

※1 (ISC)2（International Information System Security Certification Consortium：国際情報システムセキュリティ認証コンソー
シアム）は、米国のNPO（非営利団体）です。 CISSP（Certified Information Systems Security Professional）SSCP（Systems 
Security Certified Practitioner）は(ISC)2 が認定している資格です。

※2  CISSP (Certified Information Systems Security Professional )：
全世界の情報セキュリティの専門家に対し、高水準の専門性を認定する資格です。情報セキュリティを包括的・体系的に
理解することが要求される内容などが高く評価され、現在、世界135カ国に約90,000 名、日本では約1,300 名の認定取
得者がいます。

※3  SSCP（Systems Security Certified Practitioner）：
ネットワーク・システムの開発や運用などに従事し、情報セキュリティを「技術」だけではなく「組織」の観点からも理解し、
情報セキュリティ専門家や経営陣とコミュニケーションを図ることができる人材を認証する資格です。

※4 SANS（SysAdmin, Audit, Network, Securityの略）は、世界最大かつ最も信頼される情報セキュリティ教育のブランドです。
SANS Institute（本部：米国メリーランド州）が研修プログラム及び GIAC各種認定資格試験を運営していますが、SANSの
研修メソッドは、設立以来 20 年以上にわたり、その有効性が評価されています。情報セキュリティの最も重要な技術分
野の詳細スキルに対応しており、米国政府をはじめ民間企業でも多数が採用しています。

※5  (ISC)2 2013年(ISC)2グローバル情報セキュリティワークフォーススタディ
https://www.isc2cares.org/uploadedFiles/wwwisc2caresorg/Content/2013-ISC2-Global-Information-Security-
Workforce-Study.pdf
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